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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流動性の非生物担体を充填した槽内に嫌気条件下で被処理水を通水し、該非生物担体の
表面に生物膜を形成させて被処理水を処理する嫌気性処理装置において、
　該槽内に１対の整流板と、生物処理室と、処理水取出部を有した担体含有水受入室とが
配置されており、該１対の整流板は、両者間に担体引込流路が形成されるように間隔をあ
けて配置されており、
　該担体の沈降速度が２００～５００ｍ／ｈｒであり、
　該槽内は、該１対の整流板を挟んで隣接するように、該担体が流動する該生物処理室と
、該生物処理室内の対流から隔離されている該担体含有水受入室とに区画されており、
　該担体引込流路は傾斜を有し、該担体引込流路の上端側は該生物処理室に連なり、下端
側は該担体含有水受入室に連なるように配置され、
　該担体引込流路の流路幅（整流板同士の間隔）が該担体の平均粒径の２０～５０倍で、
２５～２５０ｍｍであって、該担体引込流路の流路長が５０～５００ｍｍであり、
　前記生物処理室内の担体含有水の一部が該担体引込流路を上部側から下部側に通り抜け
て前記担体含有水受入室に流入するように構成されていることを特徴とする嫌気性処理装
置。
【請求項２】
　請求項１において、前記担体引込流路の流路長は担体の平均粒径の５０～１００倍であ
ることを特徴とする嫌気性処理装置。
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【請求項３】
　請求項１又は２において、前記担体含有水受入室内で沈降した担体を前記生物処理室に
戻す担体戻し流路を備えたことを特徴とする嫌気性処理装置。
【請求項４】
　請求項１ないし３のいずれか１項に記載の嫌気性処理装置を用いて有機性排水を処理す
る嫌気性処理方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、反応槽内に流動性を持つ担体を充填し、該担体の表面に生物膜を形成させて
嫌気条件下で被処理水を通水して処理する嫌気性処理装置及び嫌気性処理方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機性排水の嫌気性処理方法として、反応槽内に高密度で沈降性の大きいグラニュール
汚泥を形成し、溶解性ＢＯＤを含む有機性排水を上向流通水して、スラッジブランケット
を形成した状態で接触させて高負荷高速処理を行うＵＡＳＢ（Upflow　Anaerobic　Sludg
e　Blanket：上向流嫌気性スラッジブランケット）法が採用されている。この方法は、消
化速度の遅い固形有機物を分離して別途処理し、消化速度の速い溶解性有機物のみを、嫌
気性微生物密度の高いグラニュール汚泥を用いる嫌気性処理によって高負荷で高速処理す
る方法である。また、このＵＡＳＢ法を発展させたものとして、高さの高い反応槽を用い
てさらに高流速で通水し、スラッジブランケットを高展開率で展開して、さらに高負荷で
嫌気性処理を行うＥＧＳＢ（Expanded　Granule　Sludge　Blanket）法も行われている。
【０００３】
　ＵＡＳＢ法、ＥＧＳＢ法などのグラニュール汚泥を用いる嫌気性処理は、嫌気性微生物
を含む汚泥をグラニュール状に維持、増殖させて処理する方法である。この方法は担体に
汚泥を保持する固定床や流動床による処理と比較して高い汚泥保持濃度を達成することが
できるため、高負荷運転が可能であり、また、既に稼働中の処理系から余剰汚泥を調達す
ることにより短期間で立上げが可能であり、最も効率的な嫌気性処理法として一般にも認
識されている。
【０００４】
　しかし、これらグラニュール汚泥を用いる方法は、排水のＣＯＤ濃度が高い（ＣＯＤＣ

ｒ濃度として概ね２０００ｍｇ／Ｌ以上）場合には非常に効率が高いが、ＣＯＤ濃度が低
い場合（ＣＯＤＣｒ濃度として概ね２０００ｍｇ／Ｌ以下）には反応槽に多くの水量を流
す必要が生じ、グラニュールが流出してしまう危険性が増し、安定した性能を発揮し得な
い傾向がある。
【０００５】
　また、排水の種類によってはグラニュールが形成されにくい排水が存在し、初期に投入
したグラニュールが徐々に解体してしまい、運転不能となる場合があることも知られてい
る。
【０００６】
　これに対し、流動性の非生物担体を用いる方法では、スクリーン等の機械的な方法で反
応槽からの担体の流出を防ぐことができ、また、担体表面は常に微生物の生育場所として
確保できるため、低濃度のＣＯＤ排水やグラニュールが解体してしまうような排水に対し
ても適用できるという利点がある。
【０００７】
　また、非生物担体であれば比重や大きさの設計の自由度が高く、グラニュールと比較す
ると沈降速度を非常に大きく設定することも可能である。沈降速度の大きな担体を利用す
ると、グラニュール法において必要とされる気液固分離のための機構（ＧＳＳ：Ｇａｓ　
Ｓｏｌｉｄ　Ｓｅｐａｒａｔｏｒ）が不要となり、反応槽の有効体積を大きくするととも
に建設コストも大幅に抑えることができるという利点もある。
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【０００８】
　しかしながら、流動性の非生物担体を用いる方法では、担体に微生物が付着して担体の
表面に生物膜が形成され、生物膜内部でガスが発生する反応が進行し、発生したガスが担
体に付着する結果、担体の見かけ比重が小さくなって担体が反応槽内で浮上し、処理水と
共に流出してしまうという問題がある。このような問題は、比重が大きく、沈降速度の大
きい担体を用いることにより軽減することは可能であるが、比重が過度に大きく、沈降速
度が過度に大きい担体では、被処理水との接触効率が悪く十分な処理効率が得られず、ま
た、沈降した担体の堆積層に固形物が蓄積して流路が閉塞するといった問題があり、一方
で、このような問題のない担体を用いた場合、上述の発生ガスによる担体の浮上、流出を
避けることは困難である。
【０００９】
　特許文献１，２では、浮上した担体を反応槽から抜き出し、抜き出した担体を反応槽外
部に引き回した循環配管で再度反応槽に戻すようにした装置が提案されている。図６は、
特許文献１の嫌気性処理装置のフロー図である。
【００１０】
　この嫌気性処理装置は、被処理水（原水）を酸生成槽１で処理した後、ｐＨ調整槽２に
送給してｐＨ調整し、ｐＨ調整水をポンプＰ１により流動性非生物担体４を充填した反応
槽３に上向流で通水して処理するものである。反応槽３の上部側壁には、反応槽３内の処
理水を浮上した担体と共に抜き出す流出配管５Ａが設けられ、この流出配管５Ａに、５０
ｃｍ以上の落差を有する気泡分離配管５が鉛直方向に連結されている。
【００１１】
　気泡分離配管５の流出口側は、底面が傾斜面とされた処理水槽６内に開口する。６Ａは
スクリーンである。反応槽３から流出する浮上担体を含む処理水は、流出配管５Ａを経て
気泡分離配管５を流下した後、スクリーン６Ａを有する処理水槽６に送給される。反応槽
３から流出した処理水中の担体は、気泡分離配管５を流下する間に気泡が分離除去される
ことにより沈降性が回復し、処理水槽６内で速やかに沈降する。処理水槽６のスクリーン
６Ａの透過水の一部は、処理水として系外へ排出され、残部は酸生成槽１に循環される。
一方、処理水槽６で沈降した担体は、ポンプＰ２により処理水と共に反応槽４に返送され
る。１Ａ，２ＡはｐＨ計である。
【００１２】
　上記の嫌気性処理装置では、担体循環のために処理水槽６を別途設ける必要がある上に
、担体から分離された気泡（メタンガス）を処理するための付帯設備も別途必要になるた
め、システムの構成要素が多くなってしまい、また設置面積が大きくなってしまうという
問題があった。
【００１３】
　特許文献３，４には、嫌気性反応槽において、槽上部の処理水排出部に担体分離スクリ
ーンを設置することが記載されている。
【００１４】
　しかしながら、スクリーンは目詰りし易いので、頻繁にメンテナンスする必要がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１５】
【特許文献１】特開２０１２－１１０８２０
【特許文献２】特開２０１４－２３７１０２
【特許文献３】特開２０１３－２４０７６８
【特許文献４】特開２０１３－２０８５６３
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　本発明は、流動性の担体を充填した嫌気性処理槽からの担体の流出を防ぐための機能を
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備えた嫌気性処理装置において、機器点数の削減と設置スペースの低減を図ることを目的
とする。
【００１７】
　また、本発明は、この嫌気性処理装置を用いた嫌気性処理方法を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　本発明の嫌気性処理装置は、流動性の非生物担体を充填した槽内に嫌気条件下で被処理
水を通水し、該非生物担体の表面に生物膜を形成させて被処理水を処理する嫌気性処理装
置において、該槽内に１対の整流板と、生物処理室と、処理水取出部を有した担体含有水
受入室とが配置されており、該１対の整流板は、両者間に担体引込流路が形成されるよう
に間隔をあけて配置されており、該担体の沈降速度が２００～５００ｍ／ｈｒであり、該
槽内は、該１対の整流板を挟んで隣接するように、該担体が流動する該生物処理室と、該
生物処理室内の対流から隔離されている該担体含有水受入室とに区画されており、該担体
引込流路は傾斜を有し、該担体引込流路の上端側は該生物処理室に連なり、下端側は該担
体含有水受入室に連なるように配置され、該担体引込流路の流路幅（整流板同士の間隔）
が該担体の平均粒径の２０～５０倍で、２５～２５０ｍｍであって、該担体引込流路の流
路長が５０～５００ｍｍであり、前記生物処理室内の担体含有水の一部が該担体引込流路
を上部側から下部側に通り抜けて前記担体含有水受入室に流入するように構成されている
ことを特徴とするものである。
【００１９】
　本発明の一態様では、前記担体引込流路の流路幅（整流板同士の間隔）は、担体の平均
粒径の２０～５０倍であり、担体引込流路の流路長は担体の平均粒径の５０～１００倍で
ある。
【００２０】
　本発明の一態様では、前記担体含有水受入室内で沈降した担体を前記生物処理室に戻す
担体戻し流路が設けられている。
【００２１】
　本発明の嫌気性処理方法は、本発明の嫌気性処理装置を用いて有機性排水を処理する。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明の嫌気性処理装置にあっては、槽内に整流板を上下方向（斜め方向を含む。）に
配置し、担体が下方向に通過できる担体引込流路を該整流板に沿って形成し、担体含有水
受入室に、該担体引込流路出口より上位に処理水排出部を設け、処理水排出部に担体分離
スクリーンを設け、担体の沈降速度を２００～５００ｍ／ｈとしている。そのため、担体
は該担体含有水受入室内において沈降し、処理水排出部には殆ど到達せず、担体の流出が
防止される。
【００２３】
　従って、本発明によると、次の効果が奏される。
（１）担体循環水槽および処理水槽の設置が不要となり設置面積を低減できる。
（２）担体循環水槽に設定していたガス処理の付帯設備が不要となる。
（３）気泡が付着していない担体や、わずかに気泡が付着するが沈降性のある担体が担体
引込流路を通過するので、担体の浮上によるスクリーン閉塞が発生しづらい。
（４）気泡が付着していない担体や、わずかに気泡が付着するが沈降性のある担体が担体
引込流路を通過するので、担体含有水受入室で沈降した担体を槽内に戻すための担体戻し
流路を設けた場合には、担体は、担体含有水受入室内で浮上することなく担体戻し流路か
らスムーズに生物処理室に返送される。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】（ａ）は実施の形態に係る嫌気性処理装置の縦断面図である。（ｂ）は（ａ）の
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Ｂ－Ｂ線断面図である。
【図２】実施の形態に係る嫌気性処理装置の縦断面図である。
【図３】実施の形態に係る嫌気性処理装置の縦断面図である。
【図４】実施の形態に係る嫌気性処理装置の縦断面図である。
【図５】実施の形態に係る嫌気性処理装置の縦断面図である。
【図６】嫌気性処理装置のフロー図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、図１～５を参照して本発明の嫌気性処理装置の一例について説明する。
【００２６】
　図１の嫌気性処理装置１０は、反応槽を構成する槽体１１の底部（下部であってもよい
。）から原水を導入し、槽体１１内に充填されている流動性担体と接触させて嫌気性生物
処理を行うよう構成されている。処理水は、槽体１１内の側面の上部に設けられた担体分
離スクリーン１２を透過し、処理水取出管１３を介して取り出される。
【００２７】
　このスクリーン１２を囲むようにして整流板２０，３０が設けられている。槽体１１内
は、該整流板２０の下部（担体引込流路を形成する部位より下部）及び整流板３０で囲ま
れた担体含有水受入室Ｂと、担体が流動する生物処理室Ａとに区画されている。整流板２
０，３０の両側辺部は槽体１１に連なっている。
【００２８】
　整流板３０は、上下方向（この実施の形態では鉛直方向）に設けられており、その上端
は槽体１１内の水面ＷＬよりも上方に突出している。整流板３０の下端は整流板２０の上
端より５０～５００ｍｍ程度下位、かつ担体分離スクリーンの下端より５０～５００ｍｍ
程度下位に位置している。
【００２９】
　整流板２０は、整流板３０に対面し、整流板３０よりも生物処理室Ａ側に位置する第１
縦板部２０ａと、該第１縦板部２０ａの下端に連なり、整流板３０の下側を通って槽体１
１の壁面近傍に向って下り勾配にて延在した傾斜部２０ｂと、該傾斜部２０ｂの下端に連
なり、下方に延在した第２縦板部２０ｃとを有している。整流板２０と整流板３０とで挟
まれた領域が担体引込流路１４となっている。第２縦板部２０ｃと槽体１１の内壁面との
間が担体戻し流路１５となっている。
【００３０】
　図示は省略するが、槽体１１の頂部にはメタン等の生物処理ガスの排出部が設けられて
いる。
【００３１】
　このように構成された嫌気性処理装置１０にあっては、生物処理室Ａ内で巻き上がった
担体を含む担体含有水が担体引込流路１４を通って担体含有水受入室Ｂ内に流入する。担
体含有水中の担体は、担体含有水が担体含有水受入室Ｂ内に滞留する間に担体と処理水と
に固液分離され、傾斜部２０ｂに沿って流れ下り、担体戻し流路１５から生物処理室Ａに
返送される。
【００３２】
　担体引込流路１４は、担体通過の妨げとならない流路幅（第１縦板部２０ａと整流板３
０との間の水平方向距離）を有し、かつ気泡が付着した担体が通過しづらい流路長（第１
縦板部２０ａの上端から整流板３０の下端までの鉛直方向の距離）を有することが好まし
い。具体的には担体の平均粒径に対し、担体引込流路の流路幅は２５～５０倍程度、流路
長は５０～１００倍程度とするのが好ましく、例えば流路幅は２５～２５０ｍｍ程度、流
路長は５０～５００ｍｍ程度とするのが好ましい。
【００３３】
　同様に、担体戻し流路１５は、担体の通過の妨げとならず担体がスムーズに槽内に返送
される程度の流路幅（第２縦板部２１ｃと槽体１１の内壁面との間隔）であり、かつ槽内
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液の対流の影響を受けない（逆流しない）程度の流路長さであることが好ましい。具体的
には担体の平均粒径に対し、担体戻し流路の平均流路幅は２５～５０倍程度、流路長は５
０～１００倍程度とするのが好ましく、例えば、流路幅は２５～２５０ｍｍ程度、流路長
は５０～５００ｍｍ程度とするのが好ましい。
【００３４】
　担体引込流路１４や担体戻し流路１５の水平方向に対する角度θ１，θ２は４５°～９
０°の任意の角度でよい。傾斜部２０ｂの水平方向に対する角度θ３は３０～６０°の任
意の角度でよい（ただし、θ１，θ２はθ３より大きい）。
【００３５】
　担体戻し流路１５に、ノズルから水を下方向きに噴出させて返送方向（下向き方向）の
水流を形成する返送促進手段を設けてもよい。噴出させる水は、該処理装置の処理水であ
ってもよく、槽内水であってもよい。
【００３６】
　担体分離スクリーン１２は水中に没するように配置されており、腐食の心配がないので
、担体分離スクリーン１２としてはＳＵＳ製のウェッジワイヤースクリーンを用いること
ができる。ただし、担体分離スクリーン１２の上部が水面ＷＬよりも上方に位置するよう
にしてもよい。
【００３７】
　本実施形態では、担体含有水受入室Ｂの上部は開放して生物処理室Ａと連通しているが
、担体含有水受入室Ｂの上部を閉鎖してもよい。この場合、整流板３０の上部を槽体の上
端まで延在させることで、生物処理室Ａの気相領域と担体含有水受入室Ｂの気相領域とを
完全に区画するように構成してもよい。
【００３８】
　なお、本実施形態では、処理水排出部として担体分離スクリーンを用いたが、担体含有
水受入室Ｂ内で十分に担体の浮上が抑制される条件のときはトラフを用いてもよい。
【００３９】
　本処理装置を用いて嫌気性生物処理を行うと、生物処理により発生したガスが担体に付
着して生物処理室内で浮上するが、生物処理室の上部で気泡の殆どが担体から分離し、わ
ずかに気泡が付着したまま沈降する担体の一部が担体引込流路に引き込まれ、担体引込流
路を通過する間にさらに担体から気泡が分離して担体含有水受入室に流入する。このとき
、担体含有水受入室に流入する担体には殆ど気泡が付着しておらず、十分に高い沈降速度
となるので、担体が槽外に流出することがなく、また担体含有水受入室内は生物処理室内
の対流から隔離されているので、担体引込流路の下端より高い位置にある担体分離スクリ
ーンに担体が目詰りするリスクも低減される。
【００４０】
　図２の嫌気性処理装置１０Ａでは、整流板２０，３０の代わりに整流板２１，３１が設
置されている。整流板３１は、前記整流板３０と同様形状の縦板部３１ａと、該縦板部３
１ａの下端に連なり、後述の整流板２１の傾斜部２１ｂと略平行に延在する傾斜部３１ｂ
とを有する。整流板２１は、前記整流板２０から第１縦板部２０ａを省略した構成のもの
であり、傾斜部２１ｂと第２縦板部２１ｃとを備えた構成を有している。傾斜部２１ｂと
傾斜部３１ｂとで挟まれた領域が担体引込流路１４となっている。
【００４１】
　この嫌気性処理装置１０Ａのその他の構成は嫌気性処理装置１０と同一であり、同一符
号は同一部分を示している。
【００４２】
　図３の嫌気性処理装置１０Ｂでは、スクリーン１２が槽体１１の中央上部に配置されて
いる。また、整流板２０，３０の代わりに整流板２２，３２が設置されている。整流板３
２は、スクリーン１２周囲の担体含有水受入室Ｂを取り囲む筒状（円筒状又は角筒状）で
あり、筒軸心方向を鉛直方向としている。整流板３２の上部は水面ＷＬよりも上方に突出
しており、下部は水中に没している。
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【００４３】
　整流板２２は、整流板３２の下部の外周を取り囲む第１筒部２２ａと、該第１筒部２２
ａの下端に連なり、中央側ほど下位となるように傾斜したテーパ部２２ｂと、該テーパ部
２２ｂの下端に連なり、下方に延在した第２筒部２２ｃとを有する。第１筒部２２ａは全
体として水中に没しており、その上端も水面ＷＬより下位に位置している。第１筒部２２
ａと整流板３２とで挟まれた領域が担体引込流路１４となっている。第２筒部２２ｃ内が
担体戻し流路１５となっている。
【００４４】
　この嫌気性処理装置１０Ｂのその他の構成は嫌気性処理装置１０と同一であり、同一符
号は同一部分を示している。
【００４５】
　図４の嫌気性処理装置１０Ｃは、整流板２２，３２の代わりに整流板２３，３３を設置
している。整流板３３は、整流板３２と同一構成の筒部３３ａと、該筒部３３ａの下端に
連なり、中央側に向って下り勾配となっており、かつ、後述の整流板２３のテーパ部２３
ｂと平行となっているテーパ部３３ｂを有している。整流板２３は、整流板２２から第１
筒部２２ａを省略した構成のものであり、テーパ部２３ｂと第２筒部２３ｃとを有する。
このテーパ部２３ｂと、整流板３３のテーパ部３３ｂとで挟まれた領域が担体引込流路１
４となっている。
【００４６】
　嫌気性処理装置１０Ｃのその他の構成は嫌気性処理装置１０Ｂと同一であり、同一符号
は同一部分を示している。
【００４７】
　上記の嫌気性処理装置１０～１０Ｃの槽体１１は、いずれも筒状であり、側外方に張り
出す部分を有していないが、部分的に側外方に張り出す部分を備えてもよい。
【００４８】
　その一例を図５に示す。図５の嫌気性処理装置１０Ｄでは、槽体１１の側面上部の一部
に、側外方に張り出す張出部１７が設けられており、この張出部１７内が担体含有水受入
室Ｂとなっている。張出部１７の底面１７ｔは、生物処理室Ａに向って下り勾配となって
いる。該担体含有水受入室Ｂ内にスクリーン１２が配置されている。
【００４９】
　担体含有水受入室Ｂと生物処理室Ａとを区画するように、それぞれ縦板よりなる整流板
２４，３４が設けられている。整流板２４，３４の両側辺部は槽体１１に連なっている。
整流板３４の上端は水面ＷＬよりも上方に突出している。整流板３４の下端と張出部１７
の底面１７ｔとの間に間隔があいている。整流板２４は、整流板３４よりも生物処理室Ａ
側に位置している。整流板２４は、張出部１７側の槽体側壁下部１１ｓの上方に位置して
いる。整流板２４の上端は整流板３４の下端よりも上方に位置しており、整流板２４，３
４間が担体引込流路１４となっている。整流板２４の下端は整流板３４の下端よりも下位
に位置している。また、整流板２４の下端と張出部１７の底面１７ｔとの間に間隔があい
ており、両者間が担体戻し流路１５となっている。底面１７ｔの水平方向に対する角度は
４５～６０°の任意の角度でよい。
【００５０】
　図２～４の嫌気性処理装置１０Ａ～１０Ｃにおいても、担体引込流路１４及び担体戻し
流路１５の流路幅、流路長の好適値は図１の嫌気性処理装置１０と同じである。図５の担
体引込流路１４の流路長の好適値は図１の嫌気性処理装置１０と同じである。図２～５の
嫌気性処理装置１０Ａ～１０Ｄによっても嫌気性処理装置１０と同様の作用効果が得られ
る。
【００５１】
　本発明で用いる流動性非生物担体について次に説明する。なお、以下の説明において、
担体の沈降速度及び大きさとは、微生物や気泡が付着していない担体の沈降速度及び大き
さを表す。
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【００５２】
　本発明で用いる流動性非生物担体は、沈降速度が２００～５００ｍ／ｈｒのものである
。担体の沈降速度が小さすぎると、水流や発生ガスにより浮上し易く、逆に、担体の沈降
速度が大きすぎると被処理水との接触効率が悪くなり、十分な処理効率が得られない、或
いは担体の堆積層に固形物が蓄積して流路が閉塞するといった弊害が出やすくなる。
【００５３】
　なお、ここで、担体の沈降速度とは、担体を水（水道水等の清水）に浸して沈んだもの
を取り出し、これを水（水道水等の清水）に入れたメスシリンダーに投入し、単位時間当
たりの沈降距離を測定して求められた値であり、本発明においては、１０～２０個の担体
について測定を行い、その平均値を沈降速度とする。
【００５４】
　また、担体の大きさが大き過ぎると反応槽体積当りの表面積が小さくなり、小さ過ぎる
と沈降速度が遅くなり、処理水との分離が困難になる。本発明で用いる担体は、大きさ（
平均値）が１．０～５．０ｍｍ特に２．５～４．０ｍｍであることが好ましい。
【００５５】
　なお、ここで、担体の大きさとは、通常「粒径」と称されるものであり、例えば直方体
形状の担体であればその長辺の長さを表し、立方体形状の担体であればその一辺の長さを
表し、円柱形状の担体であれば直径又は円柱の高さのうちいずれか大きい方を表す。また
、これらの形状以外の異形形状の担体であれば、担体を２枚の平行な板で挟んだときに、
この板の間隔が最も大きくなる部位の板の間隔を表す。
【００５６】
　本発明で用いる担体は、その沈降速度が上記範囲を満たすものであればよく、担体の構
成材料には特に制限はない。
【００５７】
　本発明において処理対象となる被処理水は、嫌気性微生物と接触させて嫌気性処理を行
うことにより処理可能な有機物を含む液であればよく、組成や濃度には特に制限は無い。
【００５８】
　被処理水のＣＯＤ濃度としては特に制限はないが、担体を用いる嫌気性処理は、前述の
如く、ＵＡＳＢ法やＥＧＳＢ法のようなグラニュールを用いた処理への適用が困難な低濃
度排水の処理において特に優れた効果を発揮することから、本発明における被処理水とし
ては、ＣＯＤＣｒ濃度が２０００ｍｇ／Ｌ以下、例えば５００～２０００ｍｇ／Ｌの低濃
度排水の処理に有効である。このような排水としては、食品工場等の製造廃水、化学工場
等の有機性廃水、一般下水等が含まれるが、何らこれらに限定されるものではない。
【符号の説明】
【００５９】
　１　酸生成槽
　２　ｐＨ調整槽
　３　反応槽
　４　流動性非生物担体
　５　気泡分離配管
　６　処理水槽
　１０，１０Ａ～１０Ｄ　嫌気性処理装置
　１１　槽体
　１２　スクリーン
　１３　処理水取出管
　１４　担体引込流路
　１５　担体戻し流路
　２０～２４，３０～３４　整流板
【要約】
【課題】流動性の担体を充填した嫌気性処理槽からの担体の流出を防ぐための機能を備え
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た嫌気性処理装置において、機器点数の削減と設置スペースの低減を図る。
【解決手段】嫌気性処理装置１０内に流動性を有した担体が充填されている。原水は底部
から槽内に流入し、生物処理室Ａ内で処理された後、一部の担体を伴って担体引込流路１
４を通って担体含有水受入室Ｂ内に流入する。処理水はスクリーン１２を通って取り出さ
れる。担体は受入室Ｂ内を沈降し、担体戻し流路１５から生物処理室Ａに戻される。
【選択図】図１

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図６】
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